
株主各位

第92回定時株主総会招集ご通知における

インターネット開示情報

（法令及び定款に基づくみなし提供事項）

　法令及び当社定款第20条の規定に基づき、第92回定時株主総会招集ご通知
に添付すべき書類のうち、当社ウェブサイト
（http://www.yomiuriland.co.jp/ir/library04.html)に掲載することによ
り当該添付書類から記載を省略した事項は次のとおりとなりますので、ご高覧
賜りますよう、お願い申しあげます。

⑴　第92期連結計算書類の連結注記表
⑵　第92期計算書類の個別注記表



連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
⑴　連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の数　　３社
主要な連結子会社の名称

㈱よみうりサポートアンドサービス、よみうりスポーツ㈱、よみうり開発㈱
②　主要な非連結子会社の名称

㈲ワイエル21
（連結の範囲から除いた理由）

㈲ワイエル21は小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分
に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算
書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除外しておりま
す。

⑵　持分法の適用に関する事項
持分法を適用していない非連結子会社（㈲ワイエル21）は、当期純損益（持分に
見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除
いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がな
いため、持分法の適用範囲から除外しております。

⑶　連結子会社の事業年度に関する事項
連結子会社の決算日はすべて連結決算日と一致しております。

⑷　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券
その他有価証券

時価のあるもの……決算期末日の市場価格等に基づく時価法によ
り評価しております（評価差額は全部純資産
直入法により処理し、売却原価は移動平均法
により算定しております）。

時価のないもの……移動平均法による原価法により評価しており
ます。

デリバティブ
時価法によっております。

たな卸資産
主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿
価切下げの方法）により評価しております。
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②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
有形固定資産…………
（リース資産を除く）

定率法によっております。
ただし、平成10年４月１日以降取得した建物
(建物附属設備を除く)については、定額法に
よっております。

無形固定資産…………
（リース資産を除く）

定額法によっております。
なお、ソフトウエア(自社利用分)について
は、社内における利用可能期間(５年)に基づ
く定額法によっております。

リース資産……………所有権移転ファイナンス・リース取引に係る
リース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方
法と同一の方法を採用しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係
るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零
とする定額法を採用しております。

③　重要な引当金の計上基準
貸倒引当金

売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能
見込額を計上しております。

賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上
しております。

④　その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。なお、特例処理の要件を満たす金利スワ
ップについては、特例処理を採用しております。

退職給付に係る負債の計上基準
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及
び年金資産の見込額に基づき計上しております。

完成工事高及び完成工事原価の計上基準
当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事契
約については工事進行基準を適用し、その他の工事契約については、工事完
成基準を適用しております。なお、工事進行基準を適用する工事の当連結会
計年度末における進捗度の見積りは、原価比例法によっております。

消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
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２．会計方針の変更に関する注記
（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）、
「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日）
及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13
日）等を当連結会計年度から適用し、当期純利益等の表示の変更及び少数株主持
分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。

３．連結貸借対照表に関する注記
⑴　担保資産及び担保付債務

①　担保に供している資産
土地 809,263千円

②　上記に対する債務
１年内返済予定の長期借入金 181,000千円
長期借入金 7,869,000千円
計 8,050,000千円

⑵　有形固定資産の減価償却累計額 61,396,934千円

⑶　貸出コミットメント契約
当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行２行と貸出コミットメント
契約を締結しております。
この契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は以下のとおりであります。

貸出コミットメントの総額 1,500,000千円
借入実行残高 －千円
差引額 1,500,000千円
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４．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の種類及び総数に関する事項

（単位：株）

株式の種類 当連結会計年度
期首株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
株式数

普通株式 83,522,024 － － 83,522,024

⑵　配当に関する事項
①　配当金支払額

決 議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

平成27年６月18日
定時株主総会 普通株式 193,247 2.50 平成27年

３月31日
平成27年
６月19日

平成27年11月11日
取締役会 普通株式 193,246 2.50 平成27年

９月30日
平成27年
12月２日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会
計年度となるもの
次のとおり、決議を予定しております。

決 議 株式の種類 配当の原資
配当金の

総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成28年６月23日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 231,878 3.00 平成28年

３月31日
平成28年
６月24日

５．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、一時的な余資の運用につきましては短・中期的な預金等に
限定しております。資金調達につきましては、短期的な運転資金は銀行借入に
より、また、中長期的な設備投資計画に照らして、必要に応じて長期的な設備
資金として主に銀行借入等により調達する方針です。
　受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、新規取引業者の選定に際し
て稟議規程に従い与信管理を厳格に行うなどの他、四半期毎に滞留債権を把握
し回収に努める体制としております。また、投資有価証券は主として株式であ
り、保有する上場株式の時価は経理部にて定期的に把握しております。
　借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入
金は主に設備投資に係る資金調達です。このうち長期借入金の一部については、
支払金利の変動リスクを回避し支払利息の固定化を図るために、個別契約毎に
金利スワップ取引を利用してヘッジしております。なお、デリバティブ取引は
経理部が稟議規程及び職務権限規程に従い執行しております。
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⑵　金融商品の時価等に関する事項
　平成28年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時
価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：千円）
連結貸借対照表
計上額（＊） 時価（＊） 差額

⑴　現金及び預金 5,040,722 5,040,722 －

⑵　受取手形及び売掛金 1,341,267 1,341,267 －

⑶　投資有価証券

その他有価証券 11,424,838 11,424,838 －

⑷　短期借入金 （5,810,000） （5,810,000） －

⑸　長期借入金 （10,500,000） （10,607,250） △107,250

⑹　デリバティブ取引 （4,878） （4,878） －

（＊）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

⑴　現金及び預金、並びに⑵　受取手形及び売掛金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿
価額によっております。

⑶　投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

⑷　短期借入金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿
価額によっております。

⑸　長期借入金
長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定
される利率で割り引いて算定する方法によっております。

⑹　デリバティブ取引
金利スワップ取引で繰延ヘッジ会計によるものは、取引先金融機関から提示された価
格等に基づき算定しております。また、金利スワップの特例処理によるものは、ヘッ
ジ対象とされている長期借入金と一体として処理されるため、その時価は、当該長期
借入金の時価に含めて記載しております。

２．非上場株式及び子会社出資金（連結貸借対照表計上額5,887千円）は、市場価格がなく、か
つ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と
認められるため、「⑶　投資有価証券　その他有価証券」には含めておりません。

３．長期預り金（連結貸借対照表計上額24,347,889千円）は、主にゴルフ場の預託金であり、
返済期間を見積ることができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、金融
商品の時価等に関する事項には含めておりません。
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６．賃貸等不動産に関する注記
⑴　賃貸等不動産の状況に関する事項

当社は、東京都その他の地域において、賃貸用の野球場、サッカー場等（土地
を含む）を有しております。

⑵　賃貸等不動産の時価に関する事項
（単位：千円）

連結貸借対照表計上額 時価

10,555,926 24,391,491

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
２．当期末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づ

く金額であり、その他の物件については一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考
えられる指標を用いて合理的に調整した金額によっております。

７．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 289円56銭
１株当たり当期純利益 25円71銭

８．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴　資産の評価基準及び評価方法
①　有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式　　移動平均法による原価法により評価して
おります。

その他有価証券
時価のあるもの　　　　決算期末日の市場価格等に基づく時価法

により評価しております（評価差額は全
部純資産直入法により処理し、売却原価
は移動平均法により算定しております)。

時価のないもの　　　　移動平均法による原価法により評価して
おります。

②　デリバティブ等の評価基準及び評価方法
時価法によっております。

③　たな卸資産の評価基準及び評価方法
商品及び貯蔵品　　　　　移動平均法による原価法（貸借対照表価

額は収益性の低下に基づく簿価切下げの
方法）により評価しております。

販売用不動産　　　　　　総平均法による原価法（貸借対照表価額
は収益性の低下に基づく簿価切下げの方
法）により評価しております。

⑵　固定資産の減価償却の方法
有形固定資産
（リース資産を除く）

定率法によっております。
ただし、平成10年４月１日以降取得した
建物（建物附属設備を除く）については、
定額法によっております。

無形固定資産 定額法によっております。
（リース資産を除く） なお、ソフトウエア（自社利用分）につ

いては、社内における利用可能期間（５
年）に基づく定額法によっております。
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リース資産　　　　　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に
係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償
却方法と同一の方法を採用しておりま
す。

所有権移転外ファイナンス・リース取引
に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額
を零とする定額法を採用しております。

⑶　引当金の計上基準
貸倒引当金　　　　　　　売上債権等の貸倒損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の債権については個別
に回収可能性を検討し、回収不能見込額
を計上しております。

賞与引当金　　　　　　　従業員に対して支給する賞与の支出に充
てるため、支給見込額に基づき計上して
おります。

退職給付引当金　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業
年度末における退職給付債務及び年金資
産の見込額に基づき計上しております。

⑷　その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
①　へッジ会計の方法　　　　　　　　繰延ヘッジ処理によっております｡なお､

特例処理の要件を満たす金利スワップに
ついては､特例処理を採用しております｡

②　消費税等の会計処理　　　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜
方式によっております。
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２．貸借対照表に関する注記
⑴　担保資産及び担保付債務

①　担保に供している資産
土地 809,263千円

②　上記に対する債務
１年内返済予定の長期借入金 181,000千円
長期借入金 7,869,000千円
計 8,050,000千円

⑵　有形固定資産の減価償却累計額 61,467,550千円

⑶　関係会社に対する金銭債権債務
短期金銭債権 13,878千円
短期金銭債務 542,059千円
長期金銭債務 18,900千円

⑷　貸出コミットメント契約
当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行２行と貸出コミットメント
契約を締結しております。
この契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は以下のとおりであります。

貸出コミットメントの総額 1,500,000千円
借入実行残高 －千円
差引額 1,500,000千円

３．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

営業取引による取引高
　売上高 7,704千円
　仕入高 2,228,355千円
営業取引以外の取引高 675,049千円

４．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

（単位：株）

株式の種類 当期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数

普通株式 6,223,111 7,023 880 6,229,254

(注)　自己株式の数の増加のうち、7,023株は単元未満株式の買取りであります。また減少880株は、
単元未満株式の買増請求による売渡しであります。
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５．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
退職給付引当金 144,314千円
施設利用権償却費 108,124千円
固定資産除却損 115,777千円
投資有価証券評価損 38,620千円
減損損失 2,881,948千円
資産除去債務 67,040千円
その他 360,029千円

繰延税金資産小計 3,715,856千円
評価性引当額 △3,008,826千円
繰延税金資産合計 707,029千円

繰延税金負債
資産除去債務に対応する除去費用 △20,848千円
特別償却準備金 △250,046千円
固定資産圧縮積立金 △503,732千円
その他有価証券評価差額金 △1,678,809千円

繰延税金負債合計 △2,453,436千円
繰延税金負債の純額 △1,746,406千円
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６．関連当事者との取引に関する注記
⑴　子会社等

種類 会社等の名称 議決権等の
所 有 割 合

関 連 当 事 者
と の 関 係 取引の内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

子会社
㈱よみうり
サポート
アンドサービス

直接
100％

施設の建設及び
営繕業務の委託
役員の兼任

仕入高 1,439,686 営業未払金 36,997

営業取引
以外の取引 674,839 未払費用 118,661

未払金 126,400

子会社 よみうり
スポーツ㈱

直接
100％

千葉よみうりカ
ントリークラブ
の業務の委託
役員の兼任

仕入高 355,582 未収入金 6,800

子会社 よみうり開発㈱ 直接
100％

静岡よみうりカ
ントリークラブ
の業務の委託
役員の兼任

仕入高 385,074 未収入金 7,078

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）1.　価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決

定しております。
2.　取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

⑵　兄弟会社等

種類 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合

関 連 当 事 者
と の 関 係 取引の内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

その他
の関係
会社の
子会社

㈱読売巨人軍
（被所有）
直接

2.6％
野球場等の賃貸
役員の兼任 売上高 585,386

長期預り金
(うち１年以内)

430,000
(－)

売掛金 1,965
取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）1.　賃貸料は、近隣の取引実勢及び当該施設の設備投資額を勘案して、交渉の上賃貸料金額を決

定しております。
2.　取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

７．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 296円42銭
１株当たり当期純利益 23円09銭

８．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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